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【論文要旨】
本論文は集合債権譲渡担保の有効要件と対抗要件にとして債権譲渡担保について従来の議論を分
析・検討し，その有効要件と対抗要件に関する判例及び学説をまとめて，集合財産譲渡担保の新た
な可能性を模索するものである。
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おわりに
はじめに
近時の金融実務において既存の担保制度とは異なる新たな担保手法として ABL (Asset Based
Lending）が脚光を浴びている。ABL を支える基礎理論となっているのが，集合動産譲渡担保及
び集合債権譲渡担保（以下，両者の総称として「集合財産譲渡担保」と記す）である。集合財産譲
渡担保は民法に明文規定がない非典型担保であるがゆえに，その基礎理論の解明には判例法理の蓄
積を待つほかなかったが，現時点においてほぼ確立した判例法理が形成されている。また，将来債
権譲渡については2017年の民法改正によって明文規定が設けられた。本稿は集合財産譲渡担保の
うち集合債権譲渡担保に焦点を絞って検討して，その有効要件と対抗要件に関する判例及び学説を
まとめ，集合財産譲渡担保の新たな可能性を模索するものである。検討の対象とする問題は以下の
通りである。
被担保債権の債務者が第三債務者に対し有する現在及び将来債権を一括して，被担保債権の債権
者に譲渡することを，一般に集合債権譲渡担保という。将来債権を譲渡することの「有効性」は，
今日においては判例また学説ともにほぼ争いがないが，その「範囲」については依然問題が残って
いる。被譲渡債権の発生が確実であると解される期間をめぐって意見が分かれている。5 年を上限
とする説，控えめにみて 5 年程度とする説，5 年程度が通例と解する説，10年くらいまでの中長期
と解する説などが主張されている。
次に，将来債権譲渡における債権の移転時期の問題であるが，これについては契約時移転説と債
権発生時説とが対立している。学説上は契約時移転説と債権発生時説とが存在していた。最後に，
集合債権譲渡担保の対抗要件の問題であるが，日本では民法467条で定められた債務者に対する通
知あるいは債務者からの承諾とともに，特別法で定められた債権譲渡登記も対抗要件とされている
が，二つの対抗要件の関係をどのように捉えるかをめぐり議論がなされている。
本稿においては主に以上の問題点を中心に検討する。
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第章 集合債権譲渡担保の有効要件
第 1 節 将来債権譲渡担保の有効要件をめぐる判例法理
集合債権譲渡担保には，現存債権の譲渡のみならず譲渡時には未だ発生していない将来債権の譲
渡も含まれるので，将来債権を如何なる要件の下で有効に譲渡できるのかという前提問題を解決す
る必要がある。そこで，まず，最初に，将来債権譲渡の有効要件に関して判示した二つの最高裁判
決について検討する。
第 2 節 最高裁昭和53年12月15日判決
1. 事案
医師 A は，昭和35年12月に Y1（国民健康保険連合会。以下，連合会と略す）に対する昭和35
年10月 1 日から同36年11月30日までの診療報酬債権を B（信用組合）に担保として譲渡し，昭和
35年12月 9 日に Y1 に対して確定日付のある通知をした。さらに，昭和36年12月に Y2（社会保険
診療報酬債権支払基金。以下，基金と略す）に対する昭和36年12月 1 日から昭和37年11月31日ま
での診療報酬債権を B に担保として譲渡し，昭和36年12月11日に Y2 に確定日付のある通知をし
た。被譲渡債権の始期と終期（昭和35年10月 1 日から昭和37年11月31日まで）が指定された。
他方，A に対して貸金債権を有する X（貸金業者）は，執行力ある正本に基づき，A の Y1 に対
する昭和35年12月 1 日から昭和36年 1 月31日までの診療報酬債権を差押え，その差押通知書は昭
和35年12月16日に Y1 に送達された。また，A の Y2 に対する昭和37年 5 月 1 日から昭和37年 6
月31日までの診療報酬債権を差押え，その差押通知書は昭和37年 7 月12日に Y2 に送達された。
X は Y1Y2 に対して取立訴訟により支払いを請求したが，Y1Y2 は，強制執行の第三債務者に該
当しないこと，上記債権は譲渡され差押通知書の送達時には A に帰属していなかったことを理由
に支払いを拒絶した。
第一審判決（東京地判昭和39年 4 月30日下民集15巻 4 号999頁）は，医師と患者（被保険者）と
の間には診療報酬債権発生の基礎となる継続的な法律関係の存在を認め難く，譲渡の目的である債
権をあらかじめ客観的に確定することが可能であるとはいえないから，債権譲渡契約が有効ではな
いとし，X の請求を認容した。しかしながら，この第一審判決において問題とすべきは，医師と
患者の法律関係ではなく，譲渡人と債務者，すなわち，医師と社会保険診療報酬支払基金等との間
の関係である。個々の患者は被譲渡債権の債務者ではないのであって，そもそも医師と個々の患者
と間には（長期入院患者等を除けば），「基礎となる継続的法律関係」など一般にはあるはずがない。
さらに，控訴審の判決（第一次。東京高判昭和43年 9 月20日高民集21巻 5 号467頁）は，現行医療
保険制度の下において診療報酬債権支払担当機関は医師に対する報酬の支払債務を負うものではな
いから，X はこれを取り立てることはできないとして，第一審判決を取り消して X の請求を棄却
した。X から上告し，上告審判決（第一次。最判昭和48年12月20日民集27巻11号1549頁）は，現
行医療保険制度の下において診療報酬債権支払担当機関は医師に対する報酬の支払債務を負うとし
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て，原判決を破棄して事件を差し戻した。診療報酬支払担当機関が債務者であることがここで確認
されたことになる。差戻後の控訴審（東京高判昭和50年12月15日判時805号72頁）は，現行医療保
険制度の下においては，診療報酬債権は，特段の事情がない限り，現在すでにその原因が確立しそ
の発生の確実度が高いものとして，債権譲渡契約の有効性を認め，第一審判決を取り消して X の
請求を棄却した。そして X から再度上告した二度目の上告審が最判昭和53年12月15日判時916号
25頁（以後，「昭和53年判決」と記す）である。
昭和53年判決は以下の理由より，上告を棄却した。
2. 判旨
「現行医療保険制度のもとでは，診療担当者である医師の基金や連合会など支払担当機関に対す
る診療報酬債権は，毎月一定期日に一ヶ月分ずつ一括してその支払いがなされるものであり，その
月々の支払い額は，医師が通常の診療業務を継続している限り，一定額の安定したものであること
が確実に期待されるものである。したがって，右債権は，将来生じるものであっても，それほど遠
い将来ものでなければ，特段の事情のない限り，現在すでに債権発生の原因が確定し，その発生を
確実に予測しうるものであるから，始期と終期を特定してその権利の範囲を確定することによっ
て，これを有効に譲渡することができる。」
3. 分析
本件で譲渡の対象となった診療報酬債権のうち，Y1 連合会に対する債権は既に医師が診療済み
の債権（確定期限債権）と，その延長上で，これから診療することによって発生する条件付債権
（将来債権）との両方が含まれており，Y2 基金に対する債権はこれから診療することによって発
生する将来債権のみであった。いずれも契約締結時から一年以内に発生する予定の将来債権を対象
としているが，将来債権の譲渡を認めた点で意義がある。将来債権について，「それほど遠い将来
のものでなければ」，「現在すでに債権発生の原因が確定し」，「始期と終期を特定してその権利の範
囲を確定することによって」，譲渡できるとした。
本件では期間が一年程度の事案であったが，期間が一年以上の場合に「将来何年何か月間分まで」
将来債権譲渡を認めるかどうかという問題が残された。この残された問題について検討したのが次
に挙げる最高裁平成11年判決である。
第 3 節 最高裁平成11年 1 月29日判決
1. 事案
診療所を経営する医師 A は，昭和57年11月16日，Y リース会社（被告・控訴人・上告人）との
間で，Y の A に対する債権（診療機器のリース契約にかかるリース料債権）回収を目的として，
A が昭和57年12月 1 日から平成 3 年 2 月28日までの 8 年 3 か月間に B（社会保険診療報酬支払基
金）から支払を受けるべき診療報酬債権を Y に担保として譲渡する契約を締結した（本件契約。
この譲渡については B に対して確定日付ある証書による通知がされている）。
他方，X（国―原告・被控訴人・被上告人）は，平成元年 5 月25日，A に対する国税滞納処分と
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して，A が平成元年 7 月 1 日から平成 2 年 6 月30日までの間に B から支払を受けるべき診療報酬
債権（「本件債権部分」）を差押え，差押通知書が B に送達された。B は，本件債権部分にかかる
各債権について，債権者不確知等を原因とし，519万6009円を供託した。
X は各供託金についての A の還付請求権を順次差し押え，平成元年 7 月25日から平成 2 年 8 月
3 日までの間に，法務局にその旨の各差押通知書を送達した上で，右請求権を差し押さえて取立権
を取得したとして，その旨の確認を求めたのが本件訴訟である。そこで，A と Y 社との間に締結
された本件契約のうち本件債権部分に関する部分（譲渡の始期から 6 年 8 ヶ月目以降 1 年分）の
有効性についての判断によって，本件債権が Y に帰属するか，国 X が取得するかの結論が左右さ
れることになった。
1 審判決は，上記本件債権部分の効力を否定し，X の請求を認容した。Y 社は控訴したが，原判
決は控訴を棄却した。その判断の要点は，将来発生すべき診療報酬債権を目的とする債権譲渡契約
は，始期と終期を特定して譲渡にかかる範囲が確定されれば，一定額以上が安定して発生すること
が実際に期待されるそれほど遠い将来のものではないものを目的とする限りにおいて，有効と言う
べきあるが，医師である A は本件契約の締結時にすでに信用状態が悪化しており，Y 社もこれを
認識していたと推認でき，本件債権部分にかかる各債権は安定して発生することが確実に期待され
るものであったとは言えない，と言うものであった。Y 社が上告。最判平成11年 1 月29日民集53
巻 1 号151頁（以後，「平成11年判決」と記す）は以下の理由により原判決を破棄し，X の請求を
棄却した。
2. 判旨
 ｢債権譲渡契約にあっては，譲渡の目的とされる債権がその発生原因や譲渡に係る額等によ
って特定される必要があるところ，将来の一定期間に発生し，又は弁済期が到来すべき幾つかの債
権を譲渡の目的とする場合には，適宜の方法により，右期間の始期及び終期を明確にするなどして
譲渡の目的とされる債権が特定されるべきである。」
 ｢将来発生すべき債権を目的とする債権譲渡契約にあっては，契約当事者は，譲渡の目的と
される債権の発生の基礎を成す事情をしんしゃくし，右事情の下における債権発生可能性の程度を
考慮した上，右債権が見込み通り発生しなかった場合に譲受人に生ずる不利益については譲渡人の
契約上の責任の追求により清算することとして，契約を締結するものと見るべきであるから，右契
約の締結時において右債権発生の可能性が低かったことは，右契約の効力を当然に左右するもので
はないと解するのが相当である。」
 ｢医師が社会保険診療報酬支払基金から将来 8 年 3 箇月の間に支払を受けるべき各月の診療
報酬債権の一部を目的として債権譲渡契約を締結した場合において，右医師が債務の弁済のために
右契約を締結したとの一事をもって，契約締結後 6 年 8 箇月目から 1 年の間に発生すべき目的債
権につき契約締結時においてこれが安定して発生することが確実に期待されたとはいえないとし，
他の事情を考慮することなく，右契約のうち右期間に関する部分の効力を否定した原審の判断に
――
1 池田眞朗「将来債権譲渡の効力最判平11・1・29を巡って」NBL665号 6 頁以下。
2 近江幸治「集合債権の譲渡担保」内田貴・大村敦志編『新・法律学の争点シリーズ 1 民法の争点（Jurist
増刊）』（有斐閣 2007）155頁。
3 高木多喜男「集合債権譲渡担保の有効性と対抗要件」NBL234号 9 頁。
は，違法がある。」
 ｢契約締結時における譲渡人の資産状況，右当時における譲渡人の営業等の推移に関する見
込み，契約内容，契約が締結された経緯等を総合的に考慮し，将来の一定期間内に発生すべき債権
を目的とする債権譲渡契約について，期間の長さ等の契約内容が譲渡人の営業活動等に対して社会
通念に照らして相当とされる範囲を著しく逸脱する制限を加え，又は他の債権者に不当な不利益を
与えるものであると見られるなどの特段の事情の認められる場合には，右契約は公序良俗に反する
などとして，その効力の全部又は一部が否定されることがある。」
3. 分析
平成11年判決は，1 年を超えた複数年にわたる長期の将来債権譲渡の有効性を最高裁が初めて認
めたという点で重要な判決である。将来発生すべき債権を目的とする債権譲渡契約の有効性につい
て，いくつかの古い大審院判例もあったが，あまり注目されず1，最高裁判決としては，前出の昭
和53年判決が唯一のものであった。昭和53年判決は平成11年判決と同じく医師の診療報酬債権譲
渡に関するものであるが，当事者が将来一年にわたって発生すべき分の債権の譲渡について争い，
これを最高裁が認めたものであって，契約時から一年分に限定して将来債権譲渡を認めたものであ
った。しかし，他に最高裁判決がなかったために，これに依拠する形で，下級審判決や執行実務が，
1 年分だけ将来債権の譲渡や差し押さえを認めると言う状況が生まれていた2。これに対して，資
金調達のために積極的に債権譲渡を用いる最近の実務では，将来発生する売掛債権等をまとめて売
却したり，譲渡担保に供したりするために，複数年の長期にわたる将来債権の譲渡を行う必要性が
高く，その法的承認が強く望まれていた。
上記昭和53年判決は，月々の診療報酬債権の支払額は，医師が通常の診療業務を継続している
限り，一定額以上の安定したものであることが確実に期待されるものとした上で，「従って右債権
は，将来生じるものであっても，それほど遠い将来ものでなければ，特段の事情のない限り，現在
すでに債権発生の原因が確定し，その発生を確実に予測し得るものであるから，始期と終期を特定
してその権利の範囲を確定することによって，これを有効に譲渡することができると言うべきであ
る」と判示した。このような表現を判決文に盛り込んだ結果，（同判決には限定的要件を付す積極
的意図があったとは必ずしも認められないのであるが）結局のところ同判決は，「遠い将来のもの
は認められない」と言う，将来債権譲渡に新たな制限的条件を創設した判決と評価されるに至った
のである3。
これに対して平成11年判決は，長期の将来債権譲渡契約（実際は 8 年 3 カ月の契約のうちの 6
年 8 カ月目から 1 年間のもの）の有効性について最高裁が明確な承認を与えたと言う意味で，確
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4 国連の国際債権譲渡条約（2001年12月12日に国連総会で採択）の起草作業中でも，5 年程度の将来債権譲渡
が認められて当然と言う見解が示されていた。池田眞朗『債権譲渡法理の展開』（弘文堂，2001）238頁参照
（以後，池田「債権譲渡法理」と記す）。
かに実務界待望の判決であり，高い評価が与えられる。とりわけ，最高裁が，将来の債権発生可能
性の低さは債権譲渡契約の有効性を左右しないとして，将来債権譲渡を，債権発生についての譲受
人のリスク負担を前提にする契約，と明確に認識して有効性を認めた点が注目される。
もっとも，平成11年判決は，長期にわたる将来債権譲渡契約が「右期間の長さ等契約内容が譲
渡人の営業活動に対して社会通念に照らし相当とされる範囲を著しく逸脱する制限を加え，又は他
の債権者に不当な不利益を与えるものであるとみられるなどの特段の事情の認められる場合には，
右契約は公序良俗に反するなどとして，その効力の全部また一部が否定されることがある」として
いる，これにより，譲渡人が取得する将来債権すべてを長期間にわたり特定の譲受人に譲渡するよ
うな例外的な場合には将来債権譲渡を無効とすることが考えられるのであって，このような留保を
付することに問題はなかろう。例えば，将来の収入を長期にわたって全部譲渡させて，譲渡人の生
活が成り立たなくさせるようなことは許されないのである。
本判決は将来債権譲渡をめぐる世界的趨勢4 からいえば当然の判決とされており，学説上でも，
特に目立った反対はない。ただ，本判決が扱った医師の保険診療報酬債権の譲渡は，債務者が特定
していて（保険診療報酬債権の債務者は，各患者ではなく，社会保険診療報酬支払基金である），
しかも本事案では期間はもちろん被譲渡債権の総額まで特定していると言う，将来債権譲渡の中で
も非常に問題の少ないケースである。それゆえ，本判決の論理がそのまま他のさまざまな将来債権
の長期譲渡事案にも及び得るか，と言う点が問題になるが，前掲判旨は，診療報酬債権に限った見
解ではなく，将来発生すべき債権の譲渡契約全般にわたって，発生可能性の高さを問題としないと
言うことであるから，判旨が53年判決と同様に要求している「特定性」の基準さえ満たされれば，
売掛金債権，賃料債権，立替金債権等，他の種類の将来債権譲渡事案にも射程が及ぶと解してよい
と思われる。
以上により，本判決は，譲渡の対象となった目的債権の特定性のみを有効要件とし，公序良俗に
違反しないことを消極的な有効要件にしている。昭和53年判決が有効要件としていた目的債権の
発生の確実性は平成11年判決では有効要件から外されたものと解される。
昭和53年判決と平成11年判決という二つの最高裁判決を分析した結果，将来債権譲渡の有効要
件として，譲渡対象となる目的債権の特定性，目的債権発生の確実性，契約の公序良俗適合
性，が考えられる。このうち，昭和53年判決はと，平成11年判決はとがそれぞれ有効要
件になると判示しているが，次節以下ではの各要件の詳細について，学説の見解を交えて考
察することにしたい。
第 4 節 譲渡対象となる目的債権の特定性
昭和53年判決と同様，平成11年判決においても，「債権譲渡契約にあっては，譲渡の目的とされ
――
5 八木一洋「判解」ジュリスト1156号（1999）137頁，池田眞朗「将来債権譲渡の効力（下）」NBL666号
（1999）32頁（以後，池田「将来債権譲渡」と記す）。
6 高木多喜男・前掲注・10頁，道垣内弘人『担保物権法（第 4 版）』（有斐閣，2017）298頁，角紀代恵「債
権非典型担保」椿寿夫編『担保法理の現状と課題（別冊 NBL31号）』85頁，内田貴『民法債権総論・担保
物権（第 3 版）』（東京大学出版会，2005）236頁，池田「債権譲渡法理」前掲注35頁。
7 この判例については池田「債権譲渡法理」・前掲注264頁。
8 池田「債権譲渡法理｣・前掲注268～279頁。平成16（2004）年に債権譲渡特例法が改正されて動産債権譲
渡特例法となった改正内容の詳しくは，池田「債権譲渡法理」・前掲注264頁。
る債権がその発生原因や譲渡に係る額等をもって特定される必要があることはいうまでもなく，将
来の一定期間内に発生し，又は弁済期が到来する幾つかの債権を譲渡の目的とする場合には，適宜
の方法により右期間の始期と終期を明確にするなどして債権が特定されるべきである。」として，
将来債権を目的とする債権譲渡契約の有効性を認める前提として，目的債権の特定を要求すること
を確認している5。
判例が要求する目的債権の特定性とは，要するに，ある債権が譲渡の目的となっているかどうか
が明確であることであり，したがって，そのような判断が可能な程度に債務者，債務発生原因，発
生時期等が定まっていれば，目的債権の特定という要求は充たされるものと解される6。
もっとも，このような意味での特定性が問題となるのは，契約一般の有効要件としての契約の目
的確定性ないし識別可能性のレベルである。
平成11年判決の事案は，上記のように，譲渡の対象となる目的債権の「特定性」については，
全く疑問のないケースであった。したがって，複数年にわたる将来債権の譲渡の有効性については
明瞭な結論が出たものの，その将来債権（あるいは既存債権と将来債権を含む集合債権）の特定性
の有無を決する判定基準について，最高裁による実質的な検討は，まだほとんどなされていない状
態であった。しかしその後，最判平成12年 4 月21日民集54巻 4 号1562頁7 が，まさにその問題を
正面から扱う，初の最高裁判決として登場した。同判決は，将来集合債権の譲渡予約の事案で，
「債権譲渡の予約にあっては，予約完結時において譲渡目的となるべき債権を譲渡人が有する他の
債権から識別することができる程度に特定されていれば足りる。そして，この理は，将来発生すべ
き債権が譲渡予約の目的とされている場合で変わるものではない。本件予約において譲渡の目的と
なるべき債権は，債権者および債務者が特定され，発生原因が特定の商品についての売買取引とさ
れていることによって，他の債権から識別ができる程度に特定されていると言うことができる」と
判示して，識別可能性と言う基準で，この特定性が判断できるとしたのである。また，平成11年
判決の事例では，いわゆる第三債務者（譲渡される債権の債務者）が特定されていたので，第三債
務者不特定のケースで目的債権の特定性が認められるかという点が，残された問題となっていた
が，この問題点は後述する動産債権譲渡特例法によって実質上克服されている8。
なお，昭和53年判決や平成11年判決で対象となった健康保険診療により生じる診療報酬債権に
ついては以下のような特殊性がある。例えば，現在の医療制度にあてはめると，C 患者が A 医師
――
9 池辺吉博「債権譲渡特例法と商社の担保実務」森井秀雄ほか『債権譲渡特例法の実務（新訂第二版）』（商事
法務，2002）178頁。
10 升田純「将来債権に関する最高裁判決と実務のガイドライン」森井ほか・前掲注240頁。
11 経営法友会マニュアル等作成委員会編『動産・債権譲渡担保マニュアル』（商事法務，2007）24頁。
12 鎌田薫編『債権・動産・知財担保利用の実務』（新日本法規，2008）188頁［渡辺隆生・内海順太］。
13 債権発生の可能性を問題とする学説にあっても，将来債権発生の基礎としての法律関係が存在しうることを
要するとの見解（いわゆる法律的基礎説）と，目的債権の発生する基礎となるべき法律関係の存在は必要と
しないが，契約締結当時において，その発生の蓋然性が肯定される事情が存在することを要件とする見解
（いわゆる事実的基礎説）とがある。角・前掲注185頁。八木・前掲注137頁，池田「将来債権譲渡｣・前
掲注27頁。
のもとで10万円の診療を受けた場合，3 万円は診療を受けた患者（保険加入者）が支払い，残り 7
万円は基金が支払う。この 7 万円分の基金の支払義務は法律によって規定され，第三債務者も法
律により特定されている。したがって，患者 C は流動的であっても，それらの患者が将来負担す
る診療報酬債権の第三債務者は不特定ではない。法律的基礎も存在する。その結果，この第三債務
者に対する譲渡の対抗要件を具備することができる。この点で譲渡目的債権の第三債務者が不特定
の場合と違う。
以上のように，将来債権譲渡の有効要件として譲渡の対象となる目的債権の特定性を満たす必要
があるが，これに加えて，目的債権発生の確実性を有効要件とすべきかをめぐり，前述のように最
高裁判決の中でも昭和53年判決と平成11年判決では見解を異にしている。次節では，この問題に
ついて検討することにしたい。
第 5 節 目的債権発生の確実性
前掲昭和53年判決は譲渡の対象となる将来債権について「それほど将来のものでなければ」と
いう条件を付けて，契約締結時から 1 年以内に発生する予定の目的債権のみが有効であるかのよ
うな判示をしたが，前掲平成11年判決はそのような目的債権発生の確実性を要求せず，契約締結
時から 8 年 3 か月後に発生する予定の目的債権を対象とした将来債権譲渡も有効とした。以上に
より，昭和53年判決は目的債権の発生の確実性を将来債権譲渡の有効要件としたが，平成11年判
決は目的債権の発生の確実性を将来債権譲渡の有効要件とはしなかったものと解されている。
この問題に関する学説をみると，まず，目的債権発生の確実性を将来債権譲渡の有効要件とする
ことを前提とした見解においても，以下のように，被譲渡債権の発生が確実であると解される期間
をめぐって意見が分かれている。5 年を上限とする説9，控えめにみて 5 年程度とする説10，5年程
度が通例と解する説11，10年くらいまでの中長期と解する説12 などが主張されている。
将来債権を目的とする債権譲渡契約の目的債権について，その適格性に制限を設けるべきか否か
の点について，学説においては，目的債権の発生可能性を適格要件とする見解も存するが13 ，その
一方で，平成11年判決と同様に，目的債権の発生に関するリスクを考慮した上でこれを目的とす
る債権譲渡契約が締結された後，リスクが現実化せず目的債権が発生したにもかかわらず，契約締
結時においてその発生可能性が低かったなどとして契約の効力を覆すのは不合理であり，契約の有
――
14 学説について，高木・前掲注10頁，田邊光政「集合債権の譲渡担保」NBL265号（1982）20頁，鳥谷部茂
「将来債権の担保」星野英一ほか編『担保法の現代的諸問題（別冊 NBL10号）』（商事法務研究会，1983）60
頁。河合伸一「第三債務者不特定の集合債権譲渡担保」金融法務事情1186号（1988）58頁，道垣内弘人・
前掲注・298頁，角紀代恵・前掲・76頁，近江幸治『民法講義担保物権（第 2 版補訂）』（成文堂，
2007）325頁。
15 高木多喜男・前掲注・12頁，角・前掲注265頁，「流動債権譲渡担保をめぐる混迷」椿寿夫編『担保法理
の現状と課題』別冊 NBL31号（商事法務研究会，1995）206頁。
16 白石大「集合債権譲渡担保」千葉恵美子・潮見佳男・片山直也編『Law Practice 民法【債権編】』（商事法
務 2014）236頁。
効性を原則的には広く認めた上で，事案に即して当該契約の公序良俗適合性等を判断することによ
って解決すべきであるとする見解も有力である14。
第 6 節 将来債権譲渡担保の公序良俗適合性
前掲平成11年判決は目的債権発生の確実性を将来債権譲渡の有効要件から外す一方で，「契約締
結時における譲渡人の資産状況，右当時における譲渡人の営業状況に関する見込み，契約内容，契
約が締結された経緯等を総合的に考慮し，将来の一定期間内に発生すべき債権を目的とする債権譲
渡契約について，右期間の長さ等の契約内容が譲渡人の営業活動等に対して社会通念に照らし相当
とされる範囲を著しく逸脱する制限を加え，又は他の債権者に不当な不利益を与えるものであると
見られるなど特段の事情が認められる場合には，右契約は公序良俗に反するなどとして，その効力
の全部又は一部が否定されることがあるものというべきである」としている。
上記の「特段の事情」の有無については，契約内容の経済的合理性が問題になると思われるが，
譲渡人の窮状に乗じて不必要な範囲まで将来債権を譲渡する契約を締結した場合や，譲渡人が将来
取得する債権の大部分を包括的に，かつ，長期にわたって譲渡するような契約は，右「特段の事情」
があるものと解される。
第 7 節 債務者が不特定の集合債権譲渡担保の有効性
譲渡人が将来取得する債権を包括的に譲渡するような契約であっても，集合債権譲渡担保にあっ
ては，譲渡担保の実行に至るまでの間は，目的債権の取立権及び取立金の使用権が設定者にあるこ
とが多いことから，一般的には，譲渡人との関係では，譲渡人の経済活動の自由を著しく阻害する
ことにはならないと解される15。
複数の債権（集合債権）をまとめて譲渡担保に供することによって，多額の資金調達を行う取引
が増加しつつあるが，ここでいう「集合債権」とは，多くの場合，複数の債務者をも含むものであ
る。そこで，このような債務者が不特定の集合債権を目的とする譲渡担保の有効性が問題となる。
例えば，以下の集合債権譲渡担保の参考例が（以下は「参考例」という）あげられる16。
2010年 4 月 1 日，株式会社 A は，B 銀行から5000万円を借り入れるに当たって，「2010年 4 月
1 日から2015年 3 月31日までの間に，A が所有する甲建物の賃貸により取得する賃料債権を担保
のために B に譲渡する」という内容の譲渡担保設定契約を B と結んだ。これについては同日付で
債権譲渡登記が行われている。ところで，この時点で，甲建物（5 階建てのオフィスビル）の 2・
――
3 階は C 社，4・5 階は D 社がそれぞれ賃借していたが，この 2 社に対して譲渡担保設定の通知は
行われず，C・D は引き続き賃料（C・D とも月額200万円）を A に支払っていた。
2011年 5 月 1 日，A は新たに E 社と甲建物の 1 階部分の賃貸借契約を締結し（賃料月額100万
円），同日 E は甲建物に入居した。
2012年10月 1 日，A は甲建物を F 社に売却し，所有権移転登記も同日に行われた。C・D・E は
それ以後 F に賃料を支払うようになったが，D の賃貸借契約は2013年 5 月に終了し，同年 7 月 1
日，代わって G 社が F と新た賃貸借契約を締結して甲建物の 4・5 階部分に入居した（賃料月額
150万）。
2014年 4 月 1 日，A は 2 回目の不渡手形を出して事実上倒産したので，B は A に貸し付けた
5000万円を回収するため，C・E・G に対して債権登記の登記事項証明書を交付して譲渡担保を通
知し，以後は B に賃料を支払うよう求めている。C・E・G は B と F のいずれに賃料を支払うべき
か。
前掲平成11年判例は，将来発生する債権の譲渡も有効になしうることを認めている。集合債権
譲渡担保では，設定者（譲渡人）および他の債権者の保護のため，譲渡担保の目的となる債権の範
囲が特定されている必要があるが，この点についても前掲平成11年判例が基準を示しており，債
権の発生原因や譲渡に係る額等のほか，将来債権の譲渡の場合にはその始期と終期を明確にするこ
とによって特定がなされるとしている。参考例では，債権の発生原因および始期と終期（2010年 4
月 1 日から2015年 3 月31日まで）が指定されており，特定としては十分と解すべきことになろう。
ところで，参考例の集合債権譲渡担保は，その目的となる債権の債務者を指定していない，（C，
D などの名を個別に挙げていない）。しかし，このように債務者が不特定であっても，債権の発生
原因となる取引を指定するなどの方法によって，譲渡担保の目的となる債権の範囲を確定すること
が可能となっている限り，特定性の要件は満足されており，集合債権譲渡担保は有効に成立すると
考えてよい。そして，このような方法によって特定がなされた場合には，譲渡担保設定契約がなさ
れた後から，新たに貸借人となった E に対する賃料債権もまた，集合債権譲渡担保の目的債権に
含まれることになる。
第 8 節 まとめ
本章において検討したように，将来債権譲渡の有効要件について，譲渡の対象となる目的債権の
特定性が有効要件になるという点では，前掲昭和53年判決と前掲平成11年判決の見解は一致して
いるが，目的債権の発生の確実性については昭和53年判決がこれを有効要件としたのに対して，
平成11年判決は有効要件ではないとして，目的債権の範囲が過度になることの抑止として公序良
俗適合性を有効要件とした。後者が現在の判例法理であり，それ故，譲渡の対象となる目的債権の
特定性と公序良俗適合性が将来債権を含む集合債権譲渡担保の有効要件となる。そこで次に，当該
二要件を具備して有効に成立した集合債権譲渡担保を第三者に対抗するための対抗要件について章
を改めて検討することにしたい。
――
第章 債権譲渡担保における民法上の対抗要件
第 1 節 民法467条について
民法467条 1 項は，債務者に対する通知または債務者からの承諾を債務者と第三者に対する対抗
要件として定めているが，債務者対抗要件と第三者対抗要件を区別する必要がある。債務者対抗要
件は債務者を二重弁済の危険から保護するためのものであり，債務者は譲渡人からの通知がなされ
るまで譲渡人に対して弁済すれば足り，通知がなされた以降は譲受人に対して弁済することを要す
る。これを譲受人の立場からみれば，債務者に対する通知が債務者に対して請求をして弁済を受け
られるための要件となるので，債務者対抗要件は，別名，譲受人の権利行使要件と呼ばれている。
その一方で，第三者対抗要件は，譲受人が対抗関係にある第三者に対して自身が譲受人であること
を主張するための要件であり，本来の意味での対抗要件である。債務者に対する通知や債務者から
の承諾が第三者対抗要件になる理由は，債権譲渡において債務者が登記代わりの機能，換言すれ
ば，インフォメーション機能を果たすからであり，債権の二重譲渡において先に譲渡の事実を債務
者に認識された者が優先するという仕組みである。譲渡の事実を通知された債務者は第三者から債
権者が誰かを聞かれた場合，通知を受けた債権譲渡の譲受人の名を第三者に告げることにより債権
帰属についての公示機能を果たすので，登記代わりのインフォメーション機能を果たすことにな
り，このような債務者に第三者対抗要件としての機能をも担わせたのが民法467条 1 項である。以
上により，民法467条 1 項は，債務者対抗要件と第三者対抗要件という別個の制度を一つの条文に
まとめて規定しているので，両者は誤解を招きやすいが，債務者対抗要件の実質は債務者を二重弁
済の危険から保護するための制度であり譲受人の権利行使要件である。その一方で，第三者対抗要
件は本来の意味での対抗要件である。
民法467条 1 項において債務者に対する通知あるいは債務者からの承諾が第三者対抗要件として
定められているにもかかわらず，同条 2 項において確定日付のある証書による通知あるいは承諾
が要求されているが，これは，譲渡人，譲受人，債務者が通謀して通知や承諾がなされた日を偽る
危険性を回避し，公的な第三者に通知日や承諾日を公証させる趣旨である。したがって，1 項と 2
項を合わせると，第三者対抗要件を具備するためには，確定日付のある証書による債務者への通知
あるいは確定日付のある証書による債務者からの承諾が必要となる。
第 2 節 債権二重譲渡と優劣の基準
債権二重譲渡においていずれの債権譲渡についても確定日付のある証書による通知がなされた場
合，二重譲渡の優劣は，確定日付の先後で決すべきか（確定日付説），あるいは，到達時の先後で
決すべきか（到達時説）。この問題について，債権譲渡と債権差押が競合した事案において到達時
説を採用したのが以下に示す最判昭和49年 3 月 7 日民集28巻 2 号174頁（以後，「昭和49年判決」
と記す）。
――
17 池田眞朗「判批」民法判例百選（第 6 版）62頁，石田剛「判批」民法判例百選（第 8 版）60頁。
1. 最高裁昭和49年判決の判旨
「思うに，民法467条 1 項が，債権譲渡につき，債務者の承諾と並んで債務者に対する譲渡の通
知を持って，債務者のみならず債務者以外第三者に対する関係においても対抗要件としたのは，債
権を譲り受けようとする第三者は，先ず債務者に対し債権の存否ないしはその帰属を確かめ，債務
者は，当該債権が既に譲渡されていたとしても，譲渡の通知を受けないか又その承諾をしていない
限り，第三者に対し債権の帰属に変動のないことを表示するのが通常であり，第三者はかかる債務
者の表示を信頼してその債権を譲り受けることがあると言う事情の存することによるものである。
このように，民法の規定する債権譲渡についての対抗要件制度は，当該債権の債務者の債権譲渡の
有無についての認識を通じ，右債務者によってそれが第三者に表示されうるものであることを根幹
として成立しているものというべきである。そして，同条 2 項が，右通知又は承諾が第三者に対
する対抗要件たり得るためには，確定日付ある証書を持ってすることが必要としている趣旨は，債
務者が第三者に対し債権譲渡のないことを表示したため，第三者がこれに信頼してその債権を譲り
受けたのちに譲渡人たる旧債権者が，債権を他に二重譲渡し債務者と通謀して譲渡通知またはその
承諾のあった日時を遡らしめるなど作為して，右第三者の権利を害するに至ることを可及的に防止
することにあるものと解すべきであるから，前示のような同条 1 項所定の債権譲渡についての対
抗要件制度の構造になんらの変更を加えるものではないのである。
右のような民法467条の対抗要件制度の構造に鑑みれば，債権が二重譲渡された場合，譲受人相
互間の優劣は，通知又は承諾に付された確定日付の先後によって定めるべきではなく，確定日付の
ある通知が債務者に到達した日時又は確定日付のある債務者の承諾の日時の先後によって決すべき
であり，また，確定日付は通知または承諾そのものにつき必要であると解すべきである。そして，
右の理は，債権の譲受人と同一債権に対し差押命令の執行をした者との間の優劣を決する場合にお
いても異なるものではない。」17
2. 最高裁昭和49年判決の分析
確定日付のある証書による通知が二重になされた場合の優劣の判定基準について，従来の下級審
裁判例は確定日付説と到達時説に分かれていたが，前掲昭和49年判決において最高裁が到達時説
を採用して以降，学説においても到達時説が多数の支持を得ている。しかしながら，この到達時説
に対しては，債務者の認識を基軸とする点は対抗要件の基本構造に適合しているものの，確定日付
という条文に規定された優劣決定のための方式を単なる添え物にしているという判批がなされてい
る。この点について池田眞朗説は，フランス民法が定める本来の執達吏による送達であれば，（方
式は面倒ではあるものの）到達時の確定日付が送達証書に残るため，確定日付と到達時の間に乖離
は生じないので18，本来の制度趣旨からして最も適切なのは到達時を確定日付で証明させる到達時
確定日付説であると主張しながら，ただ，わが国の現行の郵便実務では配達証明は配達の事実の証
――
18 例外的に送達に代わるものとして特別法で認められる受取通知請求付書留郵便でも，到達時と債務者の認識
時はほぼ乖離しないで証明される。池田眞朗『債権譲渡の研究（増補版）』（弘文堂，1997）118頁（以後，
池田「債権譲渡の研究」と記す）。
19 池田「債権譲渡の研究」・前掲注125頁。
明をするにすぎず配達時を証明できないので，学説の多くが次善の策として到達時説に依拠してい
るものと分析している19。
3. 最高裁昭和55年判決の判旨
複数の債権譲渡が競合し，その確定日付の到達が同時である場合，到達時説によると優劣を決定
できないことになるが，この場合の譲受人と債務者との関係について，最三小判昭和55年 1 月11
日民集34巻 1 号42頁（以後，「昭和55年判決」と記す）は，各譲受人はそれぞれの譲受債権額全額
の弁済を請求することができ，譲受人の 1 人から弁済の請求を受けた債務者は，他の譲受人対す
る弁済その他債務消滅事由のない限り，単に同順位の譲受人が他に存在することを理由として弁済
の責を免れることはできないと判示している。つまり，各譲受人は，他に同順位の譲受人が存在し
ても，それぞれの立場において取得した債務者に対する法的地位が変容を受けるわけではないか
ら，債務者に対して給付訴訟を提起し，無条件の勝訴判決を得ることができ，一方，債務者は，譲
受人の一人に弁済すれば責を免れることになると解されている。
滞納処分による債権差押えと債権譲渡とが競合し，債権差押通知書の送達と確定日付通知の到達
が同時であった場合における差押債権者と譲受人との間の関係について，最三小判平成 5 年 3 月
30日民集47巻 4 号3381頁は，前掲昭和55年判決を引用して，差押債権者と譲受人と優劣を決する
ことができない場合であっても，それぞれの立場において取得した債務者に対する法的地位が変容
を受けるわけではないから，徴収職員は差押えた債権の取立権を取得し，また，譲受人は，右債権
差押えの存在にかかわらず，債務者に対して右債権給付を求める訴えを提起し，勝訴判決を得るこ
とができると判示している。
4. 最高裁昭和55年判決の分析
確定日付のある証書が同時に到達した場合の優劣の問題についても，池田眞朗説は，債務者の認
識が基軸となる対抗要件を採用した立法の趣旨の外延を考えて解釈論を展開するという方法を採
り，通知同時到達のときに発信時や譲渡時という他の基準を立てることは立法者において予定され
ていないとする。これに対して，到達時とは別の基準に依拠しようとする安達三季生説は，同時到
達の場合は，二項の基準によれないので，原則にかえって，一項の単純な通知の先後で決め，それ
でも決定できなければ事実上の譲渡の先後で決めるべきと説く。また，石田穣説は，同時到達の場
合には，最初に対抗要件を備えるべく努力をした者が保護されるという発想から，確定日付ある通
知の発信の先後で決め，発信も同時ならば実際の譲渡時の先後で決め，譲渡時も同時ならば分割債
権になると主張する。このような安達説や石田説に対して，池田説は，そもそも民法467条が採用
する対抗要件主義というのは，譲渡時の先後ではなく，対抗要件具備時すなわち通知ならば到達に
――
20 債権譲渡の通知により譲受人（乙）に帰属した債権について，乙からの取立通知がなされるまで債権の取立
権を譲渡人（甲）に留保し，譲受人（乙）からの取立通知がなされた後は，債権の取立権も乙に帰属すると
いう趣旨である。
よる債務者の正式な認識時を基軸とするのであるから，債務者が了知しがたい譲渡時や，債務者の
認識時点と乖離する通知発信時などの別の基準を持ち出すのは対抗要件の基本構造と相いれない考
え方であるとして，これらの見解を批判する。
債権の二重譲渡において確定日付のある証書による通知が債務者に同時到達した場合（到達時の
先後不明の場合も含む）における残された課題は，債務者から弁済を受けた譲受人に対して他の譲
受人が求償できるかという問題である。前掲の昭和55年判決は，通知の同時到達の場合にはいず
れの譲受人も他の譲受人に優先できないが，債務者との関係ではいずれの譲受人も全額の支払を請
求することができ，債務者は他の譲受人が存在することを理由に弁済を拒絶できないとされた。し
かしながら，昭和55年判決は債務者から弁済を受けた譲受人に対して他の譲受人が求償できるか
という問題について何ら判断を示さなかった。通知の同時到達事案における譲受人相互の関係につ
いて最高裁が初めて判断を示したのが最判平成 5 年 3 月30日民集47巻 4 号3334頁である。債権の
二重譲渡において債務者が譲渡の先後不明により債権者不確知を理由とする供託を行った事案にお
いて各譲受人が相互に供託金還付請求権の帰属を争ったところ，最高裁は，各譲受債権額に応じて
分割した金額の供託金還付請求権が各譲受人に帰属すると判示した。債権の二重譲渡において債務
者が供託した場合に供託金還付請求権が半分ずつ各譲受人に分割帰属されるのであれば，債務者が
特定の譲受人に全額弁済した場合においても弁済を受けた譲受人に対する他の譲受人の求償を認め
る余地があるものと解される。各譲受人は債務者に対する関係では債権全額の弁済を請求できると
しても，優劣のない他の譲受人との関係で，この債権が自己に排他的に帰属することを実体法上正
当化し得ないと解されるからである。
第 3 節 集合債権譲渡担保の対抗要件
既発生債権および将来債権を一括して譲渡する集合債権譲渡担保契約の場合において，最判平成
13年11月22日民集55巻 6 号1056頁（以後，「平成13年11月22日判決」と記す）は，集合債権譲渡
について指名債権譲渡の対抗要件（467条 2 項）の方法によることを認めたものである。注目すべ
きは，その理由づけとして，最判平成13年11月22日判決は既発生債権のみならず，将来債権を含
めた集合債権全体について，譲渡担保契約の時点において，譲渡人（甲）から譲受人（乙）に「確
定的に譲渡されて」おり，ただ，甲乙間において，乙が債務者に対し「担保実行として取立ての通
知」をするまでは，「乙に帰属した債権の一部について，甲に取立権を付与し，取立て金銭の乙へ
引渡しを要しないとの合意が付加されているものと解すべきである20」という集合債権譲渡の法律
構成を示している点である。これによると，将来発生ずべき債権の譲渡にあっても，譲渡の効力が
確定的に生ずるのは，当該債権が具体的に発生した時点ではなく，当初の譲渡契約の時点であっ
て，そうであるがゆえに，将来債権の移転（帰属の変更）についても，指名債権譲渡の対抗要件の
――
21 池田「債権譲渡法理」前掲注239頁以下参照。
方法によって第三者対抗要件を具備することが可能となるわけである。
以上の理論を，債権譲渡の予約に及ぼしたのが，最判平成13年11月22日判決の直後に現れた最
判平成13年11月27日民集55巻 6 号1090頁（以後，「平成13年11月27日判決」と記す）である。平
成13年11月27日判決は，指名債権譲渡の予約については，当該予約について確定日付のある証書
による通知また承諾がなされても，予約完結による債権譲渡の効力を第三者に対抗することができ
ないと判示したものである。譲渡予約にあっては，債権譲渡の効力が生ずるのは予約完結権を行使
した時点であるから，譲渡予約について債務者に対する通知または承諾がされても，「当該債権の
帰属が将来変更される可能性を了知するに止まり，当該債権の帰属に変更が生じた事実を認識する
ものではないから」というのが，その理由である。その結果，債権譲渡の予約については，予約時
には第三者対抗要件を具備することができないことになる。
以上のような判例法理は，将来債権を目的とする債権譲渡と国税債権の優劣が争点となった最判
平成19年 2 月15日民集61巻 1 号243頁（以後，「平成19年判決」と記す）においても踏襲されてい
る。この平成19年判決は，「債権譲渡の効果の発生を留保する特段の付款のない限り，譲渡担保の
目的とされた債権は譲渡担保契約によって譲渡担保設定者から譲渡担保権者に確定的に譲渡されて
いるのであり，この場合において，譲渡担保目的とされた債権が将来発生した時には，譲渡担保権
者は，譲渡担保設定者の特段の行為を要することなく当然に，当該債権を担保の目的で取得するこ
とができる」と判示した上で，このような将来債権にかかる「譲渡担保権者の法的地位」に鑑みれ
ば，譲渡担保の目的とされた債権が国税の法定納付期限等の到来後発生したとしても当該将来債権
が国税徴収法24条 8 項にいう「国税の法定納付期限等以前に譲渡担保財産となっている」ものに
該当するとの結論を導いている。
第 4 節 集合債権譲渡担保の対抗要件の理論構成
以上，将来債権を含む集合債権譲渡担保の対抗要件について，譲渡契約によって未発生債権も譲
受人に譲渡され帰属も移転するが，対抗要件を備えた後に被譲渡債権が発生することの理論構成と
して，有力説は，対抗要件が「権利移転の公示」手段である以上，未取得権利について対抗要件が
先行することは論理矛盾であることを理由に，将来債権は未発生のまま，「債権者たる地位」，「処
分権」ないし「債権発生時に原始的に債権者となる法的地位」が譲渡契約時に移転すると解してい
る（契約時移転説)21。
これに対して，白石大教授は，契約時移転説の問題を次のように指摘する。第 1 には，債権の
発生原因たる契約すら締結されていない段階で，その債権の「処分権」や「債権者となる地位」を
語ることは不可能ではないか。第 2 は，契約移転説は比較法的に異例である。第 3 は，「確定的に
譲渡されている」こと（平成19年最判）は，未発生債権が譲受人に確定的に移転することを意味
するのではない。
――
22 白石大「将来債権譲渡の対抗要件の構造に関する試論」 早稲田法学第89巻 3 号（2014）135頁。
23 民法判例百選（第 8 版）202頁。
24 池田眞朗『債権譲渡の発展と特例法（債権譲渡の研究第 3 巻）』（弘文堂，2010）264～270頁（以後，池田
「債権譲渡の発展」と記す）。
他方で，堀龍児教授の集合債権論まとめては，◯「未発生の債権は移転しえない」ことと，◯未
発生段階において譲渡の対抗力を具備できることを両立させる試みとして評価されるべきだが，白
石大教授は，テーゼ◯と◯の両立が別のアプローチから可能だとする。
そこで，白石大教授は，「対抗要件制度は権利移転の公示手段である」という命題の絶対性を疑
問視し，債権譲渡の対抗要件の公示の対象を「権利移転を目的とする法律行為（譲渡契約）」であ
ると解することによって，テーゼ◯と◯の両立が可能であり，この解釈は民法467条の文言との関
係でも成り立ちうる22。
この解釈は，譲渡契約と権利移転が同時に起こる既発生債権の譲渡の場合には意義が乏しいが，
未発生債権の譲渡については，生じていない「権利移転」のための「順位保全効しかない対抗要件」
という，日本の債権譲渡の対抗要件制度が想定していない解釈を回避でき，また「拡大解釈」され
がちな平成19年最判の射程を「本来あるべき範囲」に引き戻すという実益があるとする。
第 5 節 まとめ
以上からすると，判例の基礎にある考え方は，将来債権の譲渡担保契約が締結された場合には，
具体的な債権の発生前の段階であっても，第三者対抗要件を具備した時点で，目的債権の帰属の変
更という「債権譲渡の効果」が確定的に生じることになるとみることができよう。つまり，集合債
権譲渡担保において譲渡担保設定者からの通知により第三者対抗要件が具備されると，目的債権
は，譲渡担保設定者の責任財産から逸出し，譲渡担保権者に担保目的で帰属することになるのであ
る23。
第章 対抗要件としての債権譲渡登記
第 1 節 債権譲渡登記とは
第 1 項 債権譲渡登記の定義
債権譲渡登記制度は，法人がする金銭債権の譲渡や金銭債権を目的とする質権の設定について，
簡便に債務者以外の第三者に対する対抗要件を備えるための制度である。金銭債権の譲渡又は金銭
債権を目的とする質権設定をしたことを第三者に対抗するためには，民法467条に基づき，確定日
付ある証書によって債務者に対する通知を行うか，又は，債務者の承諾を得なければならないが，
法人が金銭債権を譲渡した場合又は金銭債権を目的とする質権設定をした場合には，債権譲渡登記
をすれば，第三者にその旨を対抗することができる24。
第 2 項 債権譲渡登記制度の趣旨
債権流動化をはじめとする法人の資金調達手段の多様化を背景に，平成10年に施行された「債
――
25 債権譲渡登記をしても，債務者に対しては，債権譲渡の事実を主張することはできない。債務者に対して
は，登記をしたことを証する登記事項証明書の交付を伴う通知をしてはじめて，債権譲渡の事実を主張する
ことができるとされている。
26 法務省民事局参事官室・第四課編『Q&A 債権譲渡特例法（改訂版）』（商事法務研究会，1998）37頁，揖斐
潔「債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例法に関する法律の概要」NBL645号（1998）50頁。
27 衆議院法務委員会（平成10年 5 月20日）及び参議院法務委員会（平成10年 6 月 5 日）における「債権譲渡
の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律案に対する附帯決議」（法務省民事局・前掲注216～217頁
所収）。揖斐潔・前掲注50頁参照。
権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律」（債権譲渡特例法）により，債権譲渡登記
という簡便な対抗要件具備の仕組みが創設され，平成10年10月から運用が開始されている。その
後，債権譲渡登記と同様の形の動産譲渡登記を創設するために，平成16年に債権譲渡特例法が
「動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律」（動産債権譲渡特例法）に改
正され，現在に至っている。
第 3 項 債権譲渡登記の対象と効力
債権譲渡登記の対象は，「法人が行う指名債権（金銭債権）の譲渡」に限定されている。
債権譲渡登記制度においては，登記の真正を担保するために譲渡人及び譲受人が共同して申請し
なければならないが，仮に，譲渡人及び譲受人が通謀して虚偽の登記を申請し，実際に生じていな
い債権や既に消滅した債権について債権譲渡登記がされたとしても，これによって譲渡の対象とな
った債権の存在や譲渡の真正が公的に証明されるわけではない25。
債権譲渡登記がされた場合の効果については，民法467条の規定による確定日付ある証書による
通知があったものとみなすとしており，確定日付ある証書による通知があったと同様の法律効果を
与えることとしている。
動産債権譲渡特例法 4 条 1 項は，「当該債権の債務者以外の第三者は」と規定しているところ，
この「債務者以外の第三者」は，民法467条 2 項の「債務者以外の第三者」と同義である。したが
って，「第三者の範囲」については，民法467条における議論がそのままあてはまる。また，民法
467条の確定日付ある証書による通知があったものとみなすとしていることから，具体的な対抗要
件具備の効果は，右通知のあった場合の民法の解釈論に委ねられている26。
なお，債権譲渡登記がされたことによって，第三者対抗要件が具備された効果は生じるものの，
それ以上の効果を有するものではない。すなわち，債権譲渡登記自体は，当該債権が真実存在する
ものであるか，又は債権譲渡が真実なされているものであるかなどを公証するものではない27。
 債権譲渡登記により具備された対抗要件の効力は，民法467条による対抗要件と同じものと
して扱われる。同一の債権の譲渡につき，民法による第三者対抗要件を具備した譲受人と債権譲渡
の登記をした譲受人がいる場合の優劣は，それぞれの方法による対抗要件具備時点の先後により判
断されることになる。
 債権譲渡登記の申請に際しては，譲渡された債権自体の存在を証する書面やその譲渡があっ
――
28 井上 聡・大矢一郎・宇治野壮歩「債権譲渡の対抗要件制度等に関する実務運用についてのヒアリング」
『債権譲渡の対抗要件制度等に関する実務運用及び債権譲渡登記制度等の在り方についての調査研究報告書』
（商事法務研究会 2013）14頁。
たことを証する書面の添付は必要とされていない。したがって，債権譲渡登記は，譲渡された債権
が真実に存在することや真実に譲渡がされたことまでを公示・証明するものではない。
第 3 項 債権譲渡登記を取り扱う登記所
債権譲渡登記を取り扱う登記所（債権譲渡登記所）として，東京法務局が指定され，全国の債権
譲渡登記に関する事務を取り扱っている。
同一の債務者に対して債権を有する多数の者が，1 人の譲受人に対して債権を譲渡する場合，現
行制度においては，債務者の承諾に確定日付を得ることによって簡単に第三者対抗要件を具備する
ことができるところ，現行の債権譲渡登記制度によって対抗要件を具備しようとするなら，債権者
の数だけ登記をしなければならなくなる。こうした場合に登記を 1 件で済ませるニーズにも対応
すべきであろう。現在の民法の対抗要件制度における債務者の確定日付ある承諾に対応する登記制
度を設けることができれば，登記制度の利便性は，非常に高いものとなるだろう。
さらに，登記事項が厳格に定められていることにより，登記事項が債権譲渡取引の内容と一致し
ない場合に登記が無効になるリスクがある。また，そのリスクを別にしても，登記事項が硬直的で
あるために債権譲渡登記制度が使いにくいものになっている。それを解決するため，登記事項をよ
り柔軟なものにすべきであるとの指摘がなされた。この指摘に対しては，◯譲渡当事者以外の記載
をすべて任意的記載事項として当事者が通知・承諾と同様に自由に記載する方法や，◯必要的記載
事項を限定し，登記事項の記入につき可能な限り選択式にする方法など，登記申請時の必要的記載
事項の範囲や任意的記載事項の記載方法の点において様々な改善策が考えられる。その中にあっ
て，譲渡対象債権の特定方法の定式化が困難であることを踏まえれば，必要的記載事項を限定して
使いやすい制度を実現する一方で，任意的記載事項の記載が不十分であることにより譲渡対象債権
が特定されず登記が無効とされるリスクを登記申請者が負担するという方向性を指向するという考
えもありうる28。
第 2 節 債務者に対する対抗要件
第 1 項 問題の所在
債務者は，債権者であると主張する者から支払の請求を受けたとき，二重払いの危険を避けるた
め，請求者が債務者対抗要件を具備するまで弁済を拒むことができる。この場合に，請求者が債務
者から債務の弁済を拒まれないための要件が債務者対抗要件である。譲受人が債務者から弁済を拒
まれないためには，債務者対抗要件を具備する必要がある。
民法467条による第三者対抗要件具備は，同時に債務者対抗要件具備ともなり，第三者対抗要件
のみが具備されることはない。ところが，動産債権譲渡特例法による対抗要件制度は第三者対抗要
件と債務者対抗要件とを分離したことから，債権譲渡登記がされた債権譲渡について，第三者対抗
――
29 明示承認がなかったとしても，債務者の譲受人に対する弁済が，債務者は債権譲渡登記が債権差押通知書の
送達に先行していることを知っていた場合などは，債権譲渡がされたこと及びその譲渡につき債権譲渡登記
がされたことについて，債務者が承認した場合に該当すると認められる。井上＝大矢＝宇治野・前掲注47
頁。
30 井上＝大矢＝宇治野・前掲注50頁。
31 差押債権者は債権の準占有者に当たる。債務者において，差押債権者が真正の債権者であると信じてした弁
済につき過失がなかった場合（差押債権者を真の債権者であると信ずるにつき相当の理由がある場合）に限
り，民法478条（債権の準占有者に対する弁済）により免責される（最二小判昭和61年 4 月11日民集40巻 3
号558頁）。
要件は具備しているが，債務者対抗要件が具備していないというこれまでにない状況が生じ得るこ
とになった。差押との関係においても，同一債権について滞納処分の差押えと債権譲渡とが競合
し，債権譲渡登記が債権差押通知書の送達に先行している場合，差押債権者と譲受人との関係では
譲受人が優先するが，債務者との関係では差押債権者が優先するという状況が生じ得る。
このような状況において問題となる債務者の弁済及び供託に関する法律関係について整理検討す
る。
第 2 項 債務者対抗要件を具備している場合
債務者対抗要件具備については，債権譲渡登記後，実際に必要が生じたときに，債務者に対し
て，債権の譲渡およびその登記をしたことにつき登記事項証明書を交付して通知することにより，
具備することができる。これは民法による方法と異なり，譲受人からの通知・交付によることも可
能である。債務者への通知と登記事項証明書の交付は，必ずしも同時にされる必要はない。債権の
譲渡およびその登記をしたことについての債務者の譲渡人又は譲受人に対する承諾によっても，債
務者対抗要件を具備することが可能である。
同一債権について，滞納処分の差押えと債権譲渡とが競合し，右債権譲渡に係る債権譲渡登記が
債権差押通知書の送達に先行しているときは，まず，債権譲渡登記の時点で，債務者以外の第三者
については，確定日付ある証書による通知（民法467条 2 項）が到達したものとみなされ，右債権
譲渡は第三者対抗要件を具備する（動産債権譲渡特例法 4 条 1 項）。
そして，差押債権者の取立前に当該債権譲渡についての債務者対抗要件具備―当該債権の譲渡及
びその譲渡につき債権譲渡登記がされたことについて，債務者に登記事項証明書を交付しての通知
又は債務者の承諾29（動産債権譲渡特例法 4 条 2 項）―がされている場合，債務者についても，債
権譲渡登記をした時点で確定日付ある証書による通知が到達したものをみなされる（同条 2 項）。
したがって，差押通知書送達の前後にかかわらず，譲受人に弁済すれば本旨弁済として有効弁済と
なり免責されるが，差押債権者に弁済した場合には，原則として免責されない30 31。
債務者が差押債権者に弁済し，右弁済により免責されなかった場合において，債務者が譲受人に
対して再度弁済をなしたときには，債務者が差押債権者に対して不当利得として弁済金の返還を求
めることができる。債務者が右弁済により免責された場合には，譲受人は，弁済を受けた差押債権
――
32 井上＝大矢＝宇治野・前掲注46頁。
33 債権譲渡登記では，「登記の年月日」に加えて「登記の時刻」も記録されるため，登記された時が明確にな
る。
者に対し，不当利得として弁済金の返還を求めることができる。
第 3 項 債務者対抗要件を具備していない場合
同一債権について，滞納処分の差押えと債権譲渡登記とが競合し，債権譲渡に係る債権譲渡登記
が債権差押通知書の送達に先行しているときであっても，差押債権者の取立前に当該債権譲渡登記
についての債務者対抗要件具備がなされていない場合には債権譲渡登記の効果は債務者に及んでい
ないから，譲受人は債務者に対して弁済を求めることはできない。債務者は，差押債権者に弁済す
れば本旨弁済として有効な弁済となり，免責されることになる。
ただし，差押債権者と譲受人との間では，第三者対抗要件を先に具備している譲受人が優先する
ので，譲受人は，弁済を受けた差押債権者に対し不当利得として弁済金の返還をもとめることがで
きる32。
第 4 項 債務者のとるべき対応
債権譲渡の通知を受けた場合，債務者は，以下の点に留意する必要がある。
まず，債権者から債権譲渡の通知を受けた場合又は債権を譲り受けた者から登記事項証明書の交
付を伴う債権譲渡通知を受けた場合においては，債務者は，その後は，債権の譲渡を受けた者を債
権者として扱えばよいこととなる。弁済をした後に通知が到達したときは，既に債権が消滅してい
るので，特に対応を要しない。
弁済をする前に同じ債権について競合する内容の通知を二つ以上受けた場合において，
 双方の通知が債権譲渡登記の登記事項証明書（後記第 3 の 1 参照）を交付してされたもの
であるときは，当該証明書に記載された登記の日時により，登記の先後関係を確認した上，先にさ
れた登記において譲受人とされている者を債権者として取り扱うこととなる。
 登記事項証明書の交付を伴う通知と民法第467条の確定日付ある証書による通知とが競合し
たものであるときは，当該証明書に記載された登記の日時と民法の通知が到達した日時との先後関
係により，その優劣を判断することとなる33。
第 3 節 第三者に対する対抗要件
第 1 項 優劣の基準
同一債権について，差押えと動産債権譲渡特例法により対抗要件を具備した債権譲渡とが競合し
た場合の両者の優劣は，個々の目的債権について，債権差押通知書が債務者に送達された日時と動
産債権譲渡特例法による第三者対抗要件具備時点との先後により決することになる。
債権譲渡登記のされた債権譲渡の第三者対抗要件具備時点が具体的に何時になるかは，動産債権
譲渡特例法 4 条 2 項の「登記がされたとき」の解釈の問題である。この問題についての立法担当
者の見解は，債権譲渡登記がされた場合の効果については，民法467条の規定による確定日付のあ
――
34 井上＝大矢＝宇治野・前掲注37頁，揖斐潔・前掲注50頁。
35 債務者対抗要件の具備（債権譲渡特例法 2 条 2 項）については，民法467条による対抗要件の具備と比べて，
債務者のリスクと負担が増大していると評価されている。たとえば，◯債権譲渡登記，◯確定日付ある証書
による通知の到達，◯登記事項証明書による通知の到達の場合，立法担当者の示す解釈によれば，債権譲渡
登記の段階で，第三者に対しては確定日付ある証書による通知が到達したものとみなされ（同条 1 項），登
記事項証明書による通知が到達したものとみなされる（同条 2 項）のであるから，債務者は，通知◯◯の先
後に関わらず，債権譲渡登記をした譲受人に弁済しなければ，原則として免責されないこととなる。法務省
民事局・前掲注61頁，池田眞朗＝揖斐潔＝片岡義広＝吉田禎彦＝道垣内弘人＝森下哲朗「座談会・債権譲
渡特例法と金融実務」ジュリスト1141号（1998）111頁，池田眞朗「債権譲渡特例法の評価と今後の展望
（上）」NBL656号（1999）36頁。
36 揖斐潔・前掲注51頁。
37 最一小判昭和49年 3 月 7 日民集28巻 2 号174号（仮差押命令と債権譲渡），最三小判昭和58年10月 4 日判例
時報1095号95頁（差押・転付命令と債権譲渡），最三小判平成 5 年 3 月30日民集47巻 4 号3334頁（滞納処分
の差押えと債権譲渡）。
る証書による通知があったものとみなすとされているところ，「通知があった」というために，通
知が債務者に到達していることが必要なので，結局，債権譲渡登記がされた時（すなわち，債権譲
渡登記が完了した時）は，その時点をもって，確定日付ある証書が債務者に到達したものとみなさ
れると解しており34，学説も特に異論はないようである35。
第 2 項 優劣が決定できない場合の処理
1. 問題の所在
同一債権について，債権差押えと債権譲渡登記により対抗要件を具備した債権譲渡が競合した場
合には，登記がされた日時（登記の時刻）は債権譲渡ファイルに記録され（債権譲渡登記規則13
条 1 項 4 号），また，登記の事項証明書に記載される（同規則20条 1 項）から，特段の事情のない
限り明らかであるが，債権差押え通知書が第三者に送達された日時が不明である場合には，当該債
権差押えと債権譲渡との優劣を決することができない状況が生じる。
このように優劣を決することができない状況は，同一債権について，債権譲渡登記により対抗要
件を具備した債権譲渡と確定日付ある証書による通知（以下「確定日付通知」という。）により対
抗要件を具備した債権譲渡が競合し，登記がされた日時と確定日付通知の到達との先後が同時又は
先後不明である場合にも生じる。この場合は，同一債権について，確定日付通知により対抗要件を
具備した複数の債権譲渡が競合した場合と同様の処理を図ることになると解されている36。
そして，同一債権について，債権差押えと確定日付により対抗要件を具備した債権譲渡とが競合
した場合の両者の優劣については，同一債権について，確定日付通知により対抗要件を具備した複
数の債権譲渡が競合した場合と同様に処理するものと解されている37。
したがって，同一債権について，滞納処分の差押と債権譲渡登記により対抗要件を具備した債権
譲渡が競合し，両者の優劣を決することができない場合には，同一債権について，滞納処分の差押
えと確定日付通知により対抗要件を具備した債権譲渡が競合し，両者の優劣を決することができな
い場合と同様の処理を図ることになると解される。
――
38 最三小判平成 5 年 3 月30日民集47巻 4 号3381頁。本判決は，複数の債権譲渡が競合し，各譲渡通知の到達
の先後関係が不明であった場合も妥当すると解されている。井上　規「判解」最判解民事篇平成 5 年度598
頁，平井宜雄『債権総論（第二版）』（弘文堂，1994）326頁，山田誠一「債権譲渡と債権差押えの競合，及
び，債権の二重譲渡―順位の決定方法と，同順位場合の法律関係について―」金融法務事情1361号（1993）
14頁。
39 山田誠一「債権譲渡と債権差押えの競合，及び，債権の二重譲渡―順位の決定方法と，同順位場合の法律関
係について―」金融法務事情1361号（1993）16頁，伊藤進「債権譲渡通知・差押通知の同時到達をめぐる
問題点」ジュリスト1040頁（1994）11頁，なお，複数の債権譲渡が競合した場合における同順位の譲受人
相互間の債権帰属の関係に関する学説については，井上繁規・前掲注・592頁参照。
40 内田・前掲注208頁。
なお，判例は，債権差押通知書と確定日付通知の到達の先後関係が不明である場合（証明できな
い場合）は同時到達として取り扱うのが相当であるとしているので38，以下，同時到達の場合と確
定日付通知到達との先後関係が不明である場合と区別せず，同時到達として記述する。
2. 差押債権者と譲受人との関係
平成 5 年判決は，滞納処分による債権差押えと債権譲渡と競合し，債権差押通知書の送達と確
定日付通知の到達が同時であった場合における差押債権者と譲受人との間の関係について，互いに
相手方に対して自己が優先的地位にある債権者であると主張することが許さない関係に立つと判示
して，両者の関係を明らかにした。そして，債務者が債権者不確知を原因として弁済供託をした場
合において，被差押債権額と合計が右供託金額を超過するときは，差押債権者及び譲受人は，被差
押債権額と譲受債権額に応じて供託金額を案分した額の供託金還付請求権を分割取得するとしてい
る。
債権者不確知を原因とする供託がされていないときは，本判決の射程外ではあるが，債務者の差
押債権者又は譲受人の一方に弁済した場合において，他方が既に弁済を受けた一方に対して，譲受
債権額に応じた案分額の分配を請求することの可否が問題となる。この問題について，学説は，譲
受人相互間の法律関係は，多数当事者の債権者関係（分割債権，不真正債権，連帯債権等）ではな
く，各譲受人は独立して債権を取得する―その意味では，差押債権者と譲受人と間は何らの法律関
係も生じない，―が，本判決が「公平の原則に照らし」で供託金還付請求権を分割取得する旨を説
示した趣旨に鑑み，不当利得返還請求として，譲渡された債権額に応じた按分額について各譲受人
相互に分配請求権を肯定するものが有力のようである39。しかし，「正式の執行手続で得た弁済を
分配することなど，認められるだろうか」と疑問を呈する見解もあり40，今後の課題となっている。
第 4 節 集合債権譲渡担保における債権譲渡登記
集合債権譲渡担保は，あくまで担保目的で設定されるものであり，被担保債権が不履行に陥るま
では，設定者（譲渡人）が引き続き債務者から目的債権の弁済を受けることができるとされている
のが通常である。しかし，前出の最高裁平成13年判決では，このような場合であっても，債権は
設定者から譲渡担保権者に確定的に譲渡されており，ただ，設定者と譲渡担保権者との間におい
て，譲渡担保権者に帰属した債権の一部について，設定者に取立権を付与し，取り立てた金銭の譲
――
渡担保権者への引き渡しを要しないとの合意が附加されているにすぎないものと解されている。
したがって，集合債権譲渡担保も通常の債権譲渡にほかならず，これと同じ方法によって対抗要
件（債務者対抗要件，第三者対抗要件）を具備することができるのであるが，第 1 章第 7 節に挙
げた参考例のように債務者が不特定・多数の場合には，実際上これをいかにして備えるかが問題と
なる。譲渡担保設定時にすでに存在している債務者に対しては，確定日付のある証書による通知を
行うことによって債務者対抗要件および第三者対抗要件を備えることができるとしても（467条 1
項・2 項）設定時にはまだ現れていない債務者 E に対してはその出現を待って通知を行うほかな
く，他の利害関係人（競合する譲渡担保権者や差押債権者）に対して優先権を主張し得なくなる場
合も生じかねない。債務者が多数存在する場合には，それぞれに個別に通知を行うのも煩雑である
し，より本質的な問題として，債権譲渡を行ったことが債務者に知れてしまうと設定者（譲渡人）
の信用に悪影響が及ぶという点も無視できない。
これらの問題は動産債権譲渡特例法が定める債権譲渡登記を利用することによって解決される。
この制度は，第三者対抗要件と債務者対抗要件を分離した点に大きな特徴がある。すなわち，まず
債権譲渡登記を行った段階で，債務者以外の第三者に対する対抗要件のみが具備されるが（動産債
権譲渡特例 4 条 1 項），債務者に譲渡を対抗するためには，登記事項証明書を交付して債務者に通
知しなければならない（同条 2 項。民法467条と異なり，譲受人から通知しても良い）。このよう
に両者が分離されているので，債務者に知られることなく債権譲渡の第三者対抗要件を備えること
が可能である。また，債務者が特定していない将来債権の譲渡についても登記することができる
（債権の発生原因によって譲渡対象債権を特定し登記すれば足りる）ので，将来債権を対象とする
譲渡担保において，債権発生より前の登記時を基準として他の利害関係人との優劣が判定されるこ
とになる。
第 5 節 まとめ
集合債権譲渡担保の対抗要件の問題について，日本では民法467条で定められた債務者に対する
通知あるいは債務者からの承諾とともに，特別法で定められた債権譲渡登記も対抗要件とされてい
るが，二つの対抗要件の関係である。債権譲渡登記について私見は，「権利移転の公示」手段は未
取得権利の「予約」の機能と考えている。対抗要件が「権利移転の公示」手段である以上，未取得
権利について対抗要件が先行することは論理矛盾であることを理由に，将来債権は未発生のまま，
「債権者たる地位」，「処分権」ないし「債権発生時に原始的に債権者となる法的地位」が譲渡契約
時に移転すると解する。
第章 中国における債権譲渡担保の現状
集合債権譲渡担保に関して，その前提となる将来債権譲渡の有効性が中国でも認められている
か。また，日本では，民法467条に基づく債権譲渡の通知のほかに，動産債権譲渡特例法に基づき
動産・債権譲渡登記制度が設けられ，担保目的の債権譲渡における対抗要件制度が整備されている
――
が，中国でも同様の制度が存在するのか。日本では集合動産譲渡担保と並び集合債権譲渡担保が，
特に中小企業の資金調達手段として注目しされているが，中国でも集合債権譲渡担保の立法化の働
きはあるか。また，現行の債権譲渡制度の下で，債権譲渡が担保として利用されているか。
中国契約法79条は債権譲渡自由原則を定め，継続的契約から生ずる将来債権は79条が規定する
「除外」の範囲に属さない。したがって，原則には譲渡可能である。
継続契約中の将来債権，例えば，将来賃料債権の譲渡は認められる。何故なら，債権も財産的価
値を有するので，動産や不動産などの他の財産と同様に，譲渡の対象となりうるからである。もし
当事者が譲渡を望めば，それを制限する必要はないように思われる。議論があるのは，継続的契約
などの基礎的関係を有しない場合における将来債権譲渡の有効性についてである。現在，典型的な
商事金融の領域，例えば資産の証券化，国際売掛債権売買〈保理〉（factoring）業務における将来
売掛債権の譲渡において将来債権譲渡が存在している。例えば，以下のような状況が挙げられてい
る。
中国の近年の金融機関実践を見ると，将来債権譲渡はすでに現実のものとなっている。国家の関
係機関がある特定業務において公布したある政策的規定は，将来売掛債権を担保として融資を認可
することを定めている。例えば，国家計画委員会，国家外為管理局が連名で公布した「海外プロジ
ェクト融資実施管理弁法」（境外進行項目融資管理暫行弁法）は，国内機関が国内建設プロジェク
トの名義において海外で外為資金を調達し，併せてプロジェクト自身の予定収入及び資産をもって
対外的に債務弁済責任を負うことを認めている。輸出企業の輸出戻し税が速やかに戻されない場合
に生じる短期資金の不足を解決するために，中国人民銀行・対外貿易経済合作部（現在の商務部）
・国家税務総局が連名公布した「輸出戻し税の口座の融資委託管理業務に関する通知」〈関于弁理
出口退税帳戸託管貸款業務の通知〉，及び最高人民法院の「輸出戻し税口座融資抵当案件を審理す
るうえでの関連問題についての規定」は，銀行が企業の戻し税口座に対して委託管理を行うという
前提のもとで，輸出企業に対して輸出戻し税の売掛債権を弁済保証となす短期流動資金貸付金を提
供することを認めている。各銀行が小規模企業に対する金融サービスを不断改善し，小規模企業の
発展を促進し，指導していくために，中国の銀行協会（銀監会）はその公布した「銀行が小規模企
業の貸付業務を展開していく上での指導意見」の中で，小規模企業に対する貸付金は，主に，借款
人が経営活動の中で形成するキャッシュフロー〈流量〉と個人信用を基礎としなければならず，併
せてすでに有する抵当資産及び将来のプロジェクトのもとで形成される資産及び権益を抵当・質と
することができるということを明確に規定している。
債権譲渡担保の司法案例は見つけ出すことはできなかった。ただ，若干ではあるが債権譲渡案例
は存在する。例えば，債権を譲渡する同時に，当該債権を質として支払いの担保とする案例は存在
する41。
中国の現行法には，債権譲渡登記制度は存在しない。債権を利用して担保設定し，資金を融通す
ることに関して，中国物権法の中で「権利質権」（223条以下）を認め，その権利の中にはいくつ
――
41 佛山市順+区太保投資管理有限公司と広東中鼎集団有限公司債権譲渡契約紛糾案を参照。なお，債権質を担
保とすることに関する司法解釈を以下の通り記しておく。最高人民法院「輸出戻し税の口座を質入れして
〈質押〉貸し付ける案件に関連する問題に関する規定」（2004年）1 条「本規定は，輸出戻し税専用口座の質
入れ貸付の執行，管理の案件に敵用する。本規定で称する輸出戻し税専用口座の質入れ貸付とは，借主が輸
出税専用口座を銀行に預けて銀行から借款し，併せて当該口座中に戻し税額をもって借り款返済の保証とす
る貸付けのことである。」
かの類型の債権（例えば，債券，預金証書，売掛債権等）が含まれる。その中で，売掛金を質物と
する〈出質〉の場合，当事者は書面契約を締結しなければならない。債権質については登記制度が
存在せず，債権譲渡担保については法律に明文規定がない。信用証書を交付するかたちで設定され
ることは必要である。しかし，もし当事者が特別の約定でもって債権譲渡担保をなす場合には，相
応に債権的効力が生じる。
第章 日本法から得られる示唆と私見
債権を目的物とした担保として，中国契約法には債権質制度が用意されているが，質権は質物の
占有移転を要件としており，債権証書等の交付が必要となる。占有移転に代わるものとして，金融
業界では債権質の登録制度が自主的に運用されているが，国の制度としての債権登記制度は未だに
設立されていない。また，債権譲渡担保においては，中国では債権譲渡について対抗要件主義が採
用されていないので，第三者との関係で債権譲渡担保権の優先的地位を確保する手段が用意されて
いない。さらに，集合債権譲渡担保の核となる将来債権譲渡の有効要件についても不明な点が多い。
以上のような中国の法状況を鑑みるに，ABL の発展にとって集合債権譲渡担保権の有効要件と
対抗要件の確立が不可欠であるにもかかわらず，中国法ではこれらについて未だ明確な法制度が形
成されているとはいえない状態にある。それ故，集合債権譲渡担保権の有効要件（実質上は将来債
権譲渡の有効要件）と対抗要件をめぐる日本の法状況から多くの示唆が得られるものと期待でき
る。今後は，集合債権譲渡担保をめぐる日本の法制度をどこまで中国法に導入できるか，また，導
入すべきかについて，さらなる日中両国法の比較研究を進める必要がある。
おわりに
これまでの研究の結果，様々な問題点を抱えながらも債権譲渡登記に対抗要件としての機能を担
わせている日本の法制度を参考にして，中国においても同様の機能を果たす債権譲渡登記制度を整
備することが必要と解される。そのうえで，さらに，日本法における問題点を解決するために，今
後は，ABL 先進国であるアメリカ法の研究を進める予定である。
